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 「ますます必要な男女共同参画推進活動！」 

 

  

 “#Me Too”(ハッシュタグミーツゥー)というハリウッド発の言葉が最近話題になっています。 

世界経済フォーラムの「ジェンダー・ギャップ指数」のさらなるランキング低下（2016年は144カ国

中111位、2017年は114位に）があり、その前には2016の新語・流行にもなった「保育園落ち

た、日本死ね」が流行りました。電通の女性社員過労死自殺の裁判もあり、日本の女性に置か

れている社会的状況の厳しさが表に現れ続けております。 

 一方、国の政策では、「女性の活躍促進」が大きく取り上げられております。 

愛知県でも2014年「あいち女性の活躍促進行動宣言」がなされ、初めての女性副知事の下に

プロジェクトチームが発足しました。以来企業における女性の活躍や昇進への積極的な呼び掛け、

また女性のキャリアアップへの研修機会の提供等が活発に続けられております。愛知県の「あいち

男女共同参画プラン2020」の進捗状況では、女性の活躍促進宣言企業数は32年度までの目

標を既に達成し、目標値が上方修正される勢いです。教員の女性管理職の占める割合や県の

男性職員の育児休業取得率も目標を超えております。 

しかし、実態を示す「あいち女性輝きカンパニー」の認証企業数には女性の活躍促進宣言のよ

うな勢いはありません。また、女性の管理職、自治会長、消防団員、経営参画苦手農業者の割

合などはプラン策定時からあまり動いておりません。物づくり現場での女性ロールモデルは抜きん出

て低く、これからも女性参入が難しい、と思われます。特に衝撃的だったのはＤＶに関する窓口相

談の認知度の低下です。プラン策定時の67.6％が、目標値の80％どころか40.6％に下がってお

りました。ＤＶが減少しているのではなく、救済への働きかけが弱化している可能性があります。こ

のことから一つの想いが引き出されました。 

社会の表層でいかに「活躍促進」の波を起こそうとしても、深部が変わらなければ大きな波には

なりません。女性はもう充分に働き、社会的活動をしています。それが報われず「人としての幸せ」

に繋がらないから、さらなる活躍が進まないのです。ジェンダーの枠を超え、男女共同参画の根っこ

を強く深く張らせることが「真の女性活躍促進」に資する、と私は考えます。                          

                 ウィル2000 森田登喜子 

                       



平成29年3月に政府は「働き方改革実行計画」を決定しました。「女性活躍」を含む「一億総活躍」の視点から、多様な人材が

活躍できる社会づくりに取組む中で、「最大のチャレンジ」を「働き方改革」とし、働く人の視点に立って、労働制度の抜本改革

のみならず、企業文化や風土を含めて変える必要性を説いています。しかし、こうした抜本的な「働き方改革」の必要性が指摘さ

れたのは、今回が初めてではありません。平成9年に人口問題審議会は「少子化に関する基本的考え方について」という提言で、

少子化の要因への対応の中核は「固定的な男女の役割分業や仕事優先の固定的な雇用慣行の是正」であると指摘しています。その

ためには、制度だけでなく、「意識や企業風土そのもの」を問い直すことや、「仕事の仕方も工夫する」取組みが必要であり、

「とりわけ、定年制や終身雇用、年功序列型賃金などの固定的な雇用慣行を改め、女性や高齢者などあらゆる個人がその意欲に応

じて就労できるよう性別や年齢による垣根を取り払う新たな雇用環境を創出していくことは、人口減少社会への対応の基本」とま

で書かれていたのです。日本が少子化対策を本格的にスタートさせた初期の段階から、女性や子育て世代への支援にとどまらず、

組織全体の働き方を変えることの重要性は指摘されていました。ただ、残念ながら、具体的に進んだ取組みは、保育や育児休業制

度等の両立支援施策に留まることとなりました。さらにこの10年後、平成19年12月には、政労使の合意に基づき「仕事と生活の

調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」と「行動指針」が策定されました。従来の仕事と子育て等との両立支援のみならず、男

性も含めた「基本的な働き方の見直し」の重要性が指摘されました。しかし、この時も、「ワーク・ライフ・バランスは女性や子

育て社員のためのもの」、というイメージを払しょくするには至りませんでした。 

これまでの経緯を振り返ると、「働き方改革」は今に始まった話ではなく、「三度目の正直」とも、日本社会にとって「長年の

悲願」ともいえるテーマなのです。それだけ難しいテーマだとも言えますが、今度こそ、20年前の提言で指摘された「雇用慣行の

是正」を含む「抜本改革」に踏み込むことが期待されます。一方で、長時間労働の弊害に関心が集まる中で、単なる「残業削減

策」を目的とした個々の社員の意識啓発レベルの改革にとどまりそうな気配もみえてきています。全社員が健康で生き生きと働く

こと、女性等の多様な人材が活躍できる組織になること。そのための「働き方改革」であることを見失わないことが重要です。そ

のためには、全社員を対象として、長時間労働の是正だけでなく、柔軟な働き方を導入する必要があります。そして、それは個々

の意識レベルの改革だけでなく、組織で協力して「仕事の進め方」を変えること、多様な働き方や効率を意識したマネジメントや

経営戦略がとられることで実現可能となるのです。時間でなく成果を評価する、年功管理から脱却し多様な働き方を前提とした

キャリア形成を可能とする、といった人事制度の見直しも欠かせません。日本社会が20年前から抱えてきた宿題に、今こそ正面か

ら取り組む時なのではないでしょうか。 
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 もうすぐ桜色の春がやってきます、 

 花粉に負けず、外へ飛び出しましょう！   K.S 

女性活躍の視点からみた企業のあり方 女性活躍推進と働き方改革 

      三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社共生社会室室長 主席研究員  矢島洋子 


